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東京のフランケンシュタイン：あるオーストリア＝
ハンガリー外交官の東京駐在（1911－13年）（3）’
島田昌幸
3．東京での外交官フランケンシュタイン
　ゲオルク・フランケンシュタイン男爵（Georg　Reichsfreiherr　von　und　zu　Franckenstein：
1878－1953）が臨時代理公使（charge　d’affaires）として東京に駐在した際の外交課題のう
ち，第3次日填通商航海条約締結交渉と並んで重要なのが，オーストリア＝ハンガリー
（以下，適宜オーストリア，填と略す）の対中国借款事業参入を東京で推進・支援するこ
とであった．ここでは，この中国借款事業参入問題にかんするフランケンシュタインの東
京での働きについて，日填の文書館史料をもとに明らかにしてみたい．
（4）オーストリア＝ハンガリーと対中国借款事業
　オーストリアは1911年から14年にかけて，計6口，総額475万ポンドの借款を中華民
国の衷世凱政権に供与した．これらはオーストリアの重工業製品の購入と結びつけられた
紐付き融資（tied－loan）であり，オーストリア＝ハンガリー銀行団と衰世凱政権との2国
間の融資契約であった．だが対中借款事業への本格的な参入にあたり，オーストリアは先
ず英米独仏露日の借款団（「六国借款団」）が供与する「善後借款（Reorganisation　Loan1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えつかん　　せんReorga皿isationsanleihe）」事業2への参入を試みた．この借款団は1910年に中国の辱漢・川
かん漢鉄道建設への借款供与を目的として結成された英米独仏4力国の銀行団を母体としてい
た．そしてこの銀行団は1912年6月に日本とロシアを加えて「六国借款団」へと拡大さ
れた．1912年に誕生したばかりの衰世凱政権（中華民国北京政府）は資金難に喘いでお
り，「六国借款団」は最終的（1913年）に2500万英ポンドの「善後借款」（当初は6000
万ポンドの予定）を供与した．オーストリアは対中国借款事業への参入を本格的に進める
上で，先ずこの「借款団」への参加を求めたのであった．
　義和団事件（1897－1900年）後に清朝と列強諸国間に結ばれた北京議定書（1901年）は，
’本稿は島田昌幸「オーストリア＝ハンガリーの『六国借款団』加入問題（1912）」『法学政治学論究』第60号
（2004年）の一部を本連載の趣旨に基づき，大幅に加筆修正したものである．フランケンシュタインの回顧録
（Sir　George　Franckenstein，　Facts　and　Features　of　My　L旋（London：Casse1，1939）；Georg　von　Franckenstein，　Zwischen
Wien　und　London，　Erinnerztngen　eines　b’sterreichischen　Diplαmaten（Graz：Leopold　Stocker，2005））には，前号に掲載
した第3次日填通商航海条約締結交渉同様，対中国借款参入外交への関与についても全く触れられていない．
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中国を新たな国際政治枠組みの下に置くことになった3．つまり列強諸国は「それぞれ競
争的に利権を設定するのではなく，分割を抑制し，清朝政府を支持しながらその近代化を
推進し，財政面でも借款の返済が順調に行われるように関与していくようになった4」の
である．これは，いわば中国の利権分割のための大国間協調枠組み（Concert　System）が
完成したと表現することもできるだろう．研究者によって力点の置き方は異なるものの，
借款団は巨額の借款供与と引き換えに，中国の財政監督権を要求していた5．一例として
日本がこの借款団加入をどのように捉えていたかを見てみたい．伊集院吉彦駐清公使によ
れば，「今後の北京政局に於いて借款問題は最も重要なる部分を占むへきは必定なる6」も
のであり，本野一郎駐露大使は「帝国政府に於て支那政治借款に参加するの最大の理由は
支那財政監督問題7」であると捉えていた．そして「四国団体（※借款団）」による善後借
款成立は，中国に対する列国共同財政監督体制成立を意味しかねないため8，「今後起こる
べき支那借款にして政治的性質を有するものには主義として必ず参加するの方針（内田康
哉外相）9」をとったのである．つまり列強諸国は協調してこの「借款」を挺子として，中
国財政の監督権を皮切りに，広範な中国利権を獲得しようとしていた．これに乗り遅れな
いためにも借款団への参加は，多少の問題点を孕みつつも，日本外交の急務とされたので
あった．
　オーストリア＝ハンガリーの借款団加入推進の背景には，本章（1）1°で確認したオース
トリアにとっての東アジアの意味のうち②政治的動機と，③経済的動機の両面があること
2「善後借款」に関してはひとまず以下を参照されたい．北岡伸一『日本陸軍と大陸政策1906－－1918』（東京大学
出版会，1978）；副島圓照「善後借款の成立」小野川秀美他編『辛亥革命の研究』（筑摩書房，1978年），317－346
頁；東亜経済調査局「支那に於ける国際財団」『経済資料』第14巻第9号（1928年）；松田武「ウィルソン政権
とウォール・ストリートー対華六国借款団脱退問題を中心として一（上）（下）」『西洋史学』第112号（1978年），
1－17頁，113号（1979年），33－43頁；愈辛惇『辛亥革命期の中日外交史研究』（東方書店，2002年）；Anthony
B．Chan，‘‘The　Consortium　System　in　the　Republican　China　l　g　l　2－1913，”The　Journal（ofEuropean　Economic　History，　VoL
6，No．3（Winter　l　977），　pp．597－640；EW．　Edwards，　British　Diplomacy　and　Finance　in　China，1895－1914（Oxford：
Clarendon　Press，1987）；Frank　H・H．　King，　The　Hongkon8　Bank　in　the　Period　of　lmperialism　and　War，1895－1918　Vo1．2
（Cambridge：Cambridge　U．　P．，1988）；Georg　Lehner，　Die　Chinapolitikδsterreich－Un8ams　1896－1917（Diplomarbeit，
Vienna，1992）；Peter　Lowe，　Great　Britain　and　Japan　1911－15’　A　Study　ofBritish　Far　Eastem　Policy（London：Macmillan，
1969）．
3「借款団」形成の背景，その当時の国際政治における意味については，先ず最新の研究である川島真・千葉功
「中国をめぐる国際秩序再編と日中対立の形成一和団事件からパリ講和会議まで一」川島真・服部龍二編r東ア
ジア国際政治史』（名古屋大学出版会，2007年），82－97頁を参照のこと．
4川島・千葉「中国をめぐる国際秩序再編と日中対立の形成」，86頁．
5北岡，前掲書，30－31，91－98頁；愈辛惇，前掲書，287－299頁．
喩辛惇，前掲書，289頁．
7北岡，前掲書，97頁に引用．『日本外交文書』第45巻第2冊，402頁．
8北岡，前掲書，97頁．
9愈辛惇，前掲書，289頁．
’°∮c昌幸「東京のフランケンシュタインーあるオーストリア＝ハンガリー外交官の東京駐在（1911－1913年）
（2）」『学習院高等科紀要』第5号（2007年7月），92頁．
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を筆者は別稿で指摘しておいた11．オーストリアの対中国借款事業参入の背景には，セル
ビアに代表されるバルカン諸国との関係悪化に伴って重工業製品の輸出市場を失ったオー
ストリアが，その代替市場として中国（東アジア）に目をつけ具体的な借款事業計画の推
進に入ったという経済的動機が先ずある．そして伊土（リビア）戦争（1911年）や第1次
バルカン戦争（1912－13年）の勃発に伴うバルカン情勢の混迷化の中で「列強・大国
（Grossmacht）」としてのいわばアイデンティティ・クライシスに陥っていたオーストリア
が，自身の「大国地位（Grossmachtstellung）」を確認するために，他の列強諸国と「対等
な立場」で中国利権に喰い込むことに意欲を燃やした側面も確認できる．つまりオースト
リアが「大国」として「対等な立場」で借款団に加入し，来るべき中国の利権分割に参加
するという政治的・象徴的なこと自体もまた重要なのであった．そもそも1912年時点で
のオーストリア外務省の中国利権問題への関心は，1月31日付の米国国務長官ノックス
（Phi豆ander　C．　Knox）の覚書に端を発している置2．この中国利権問題にかんする覚書の中で，
米国は中国に「利害関係があるその他の国々」と協議するとしたが，その「国々」の中に
オーストリアが含まれていなかったことにオーストリア外務省は敏感に反応した．実際，
懊外務省は中国問題に関する列国協議において同国が単純に無視される事は承服しかねる
と米国務長官に伝えるよう駐米大使にすぐに訓令している．そして国際情勢がオーストリ
アにとって不利に展開する中で，オーストリアは借款団加入問題において，経済的な動機
よりも「大国地位の確認」という政治的動機を優先させていくことになるのである．
　そもそもオーストリアは義和団事件の際には英国に請われて派兵し，同事件後は「北京
議定書」に基づき，他の列強諸国と同じく一定の賠償と駐兵権を獲得しだ3．このときの
オーストリアは中国利権分割において，名目的にせよ他の列強と「対等」に扱われたので
ある．しかしながら，1912年の上記の借款団の拡大（日露の加入）プロセスにおいて，
義和団事件のときは「対等」に扱われたはずのオーストリアは，最初から借款団に招かれ
ることはおろか，自らの借款団加入希望も他の列強諸国から拒絶されることになる’4．オー
ストリアの参加が拒絶されたのは，その中国利権が他の列強諸国に比べて極小であり，オー
ストリアには中国での経済活動を可能とする資金力がないといった経済的な理由だけによ
るのではない．ヨーロッパの2極化（三国同盟vs．三国協商）という国際政治の力学の中
で，オーストリアの加入希望は英仏露から「ドイッの陰謀」と誤解され，叶わないものと
なっていったのである．つまりオーストリアの借款団加入の希望というアジア経済利権へ
の参入のもくろみは，ヨーロッパ国際政治の論理によって挫折を余儀なくされることにな
1且∮c「オーストリア＝ハンガリーの『六国借款団』加入問題（1912）」，366－370頁．
i2gaus－，　Hof－，　und　Staatsarchiv［HHSth】，　Administrative　RegistratUr［AR】，　Fach［F】23，　Karton［K］48，　Z．17335，　No．889，
MFA　to　Hengelmliller，29　Feb．1912（enclosed）．
13k京条約に基づく列強諸国の駐兵問題については，櫻井良樹「辛亥革命前後における清国駐屯軍一1901－1914
年一」『東アジア近代史』第8号（2005年3月），28－59頁を参照のこと．
14ｿなみにベルギーやイタリアの加入希望も拒絶されている．
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るのである．
（5）借款団加入外交とフランケンシュタイン
　オーストリアの借款団加入外交は1912年3月から8月までをひと区切りとすることが
できる．そのうち3月から5月までが借款団への参加の意図を各国に通知してから，それ
が列強諸国（「六国」のうち英仏露日の4国）によって正式に拒絶されるまでの期間であ
る．そして同年5月から8月までが独米（「六国」のうち残りの2国）への，外交努力を
継続するとともに，オーストリアも中国利権を有することを他の列強諸国に再度主張する
期間となった．第3次日填通商航海条約締結交渉は主としてウィーンで行われていた．フ
ランケンシュタインは本国の訓令に基づいて日本政府要人に面会して填政府の意向を説明
するだけで，ウィーンでの交渉を側面支援することしかできなかった．しかしながら，こ
の借款団加入外交は，オーストリア＝ハンガリー外務省本省の訓令を受けて，各国駐筍使
節が任国政府相手に交渉を行うものであった．それゆえ，外交史料（訓令と報告書）から
フランケンシュタインの東京での外交官としての「仕事ぶり」を観察することができる．
そこで日填英等の史料に基づき東京でのオーストリアの借款団加入外交を振り返ってみた
い．
　さてオーストリア＝ハンガリー外務省から駐中国公使と駐米・英・仏・独・露・日・伊
大使宛に正式な借款団加入のための交渉を開始するよう訓令があったのは1912年3月19
日のことである15．この訓令17335号16は外相ベルヒトルト伯爵（Leopold　Graf　Berchtold
von　und　zu　Ungarschitz）名で各国に伝達されたが，実際の起草者は当時オーストリア＝ハ
ンガリー外務省で通商問題を担当したユダヤ系外交官のテオドール・イッペン（Theodor
Ippen）であっだ7．これは駐中国公使フォン・ロストホルン（Arthur・von・Rosthorn）宛の
「オーストリア＝ハンガリー資本の中国借款加入問題にかんする覚書」と題する部分と，
各列強諸国駐筍大使宛訓令との2部構成となっている．ロストホルン公使宛の覚書には，
まず下オーストリア割引銀行に代表されるオーストリアの諸銀行が，新生中華民国をオー
ストリア産業にとっての新たな販売市場として開拓することを目的として借款供与を考え
ていること，これを懊外務省，財務省が支援することが記されていた．以下に各列強諸国
ts`R，　F．23，　K．　48，　Z．17335，　Berchtold　to　Ambassadors　in　Berlin，　London，　Paris，　St．　Petersburg，　Washington　and　Tokyo，
19Mar．1912．
16ｱこでの訓令の番号は，外務省での整理番号であり，実際に各大使館に送付される際は，それぞれの番号が付
されていた．
17Cッペンは外務省入省後，まず領事職（Konsulatebeamte）での地位を昇りつめ，1909年6月に駐英大使館で
Kommerzdirektor　Waを務めた際，外交職（Diplomatische　Beamte）に配置翫され，1911年11月に本省に転勤と
なり，1912年5月には通商問題担当の局長ポスト（Sektionschef）を与えられた．なおオーストリア＝ハンガリー
外交宮の経歴に関しては，Jahrbuch・des・k．　u．　k．　Auswartigen　Dienstes　1914（Vienna：K。　K．　Hof－　und　Stadtdmckerei）
による．なおイッペンに関しては以下を参照のこと．Anneliese　Wemicke，　Theodor・Anton　Ippen’Ein　b’sterrei－
chischer　1）iplomat　und、Albanienforscher（Wiesbaden：Otto　Harrassowitz，1967）．
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駐筍大使宛の訓令の主要部分を訳出したい．
【訓令17335号：ベルヒトルト発駐米・英・仏・独・露・日・伊大使宛】
　閣下に送付した2月29日付ワシントン大使館宛訓令（No。889）のコピーから，
政治的な観点から中国情勢にかんする我々の取るべき態度が閣下にもお分かりい
ただけたと思う．
　今や私（※ベルヒトルト外相）は他の列強諸国に対し，オーストリア＝ハンガ
リーはその経済的利害の観点から，列強諸国の下で取り扱われる中国における経
済的利害に関わる問題に関与することを重視することを通告する．
　我が国の金融・貿易業界は清国に対して控えめな態度をとってきた．しかし最
近の中国での革命勃発以来，特に我が国の金融業界において中国市場に対する関
心が活発に示されるようになってきた．
　スコダ社（※Skodawerk：ボヘミアの重工業会社）に出資しているオーストリ
ア・クレディットアンシュタルト（Die　6sterreichische　Kreditanstalt）と下オース
トリア割引銀行（Die　nieder6sterreichische　Eskompte－Gesellschaft）は，下オースト
リア割引銀行名義で中国革命（※辛亥革命）以前に清国政府に対し，スコダ社製
の武器・弾薬同額の納入確約を条件とする30万ポンド（＝720万クローネ）の
借款契約を結んだ．そして下オーストリア割引銀行は他の銀行と共同で新生中華
民国政府に対して供与される借款に参加する決意を固めたことを通知してきた。
これは現在中国新政府が交渉を行っている英独仏米国際銀行団（※「借款団」）を
通じて実施するが，この銀行団への参加が不可能な場合は，1億～1．5億フラン
相当の中国政府に対する独立，直接の借款供与となる．下オーストリア割引銀行
が他の銀行とともに中国事業に参入するために借款団に参加するのに際し，自助
努力で（※借款団との）直接の合意を得ることが困難であるがゆえに，オースト
リア＝ハンガリー政府の仲介と支持を求めたのである．
　我が国の金融業界が，この計画にふさわしい現下の情勢を活用してオーストリ
ァとハンガリー資本が中国に参入する糸口を見出そうとし，その延長線上に我が
国産業が同地で販売市場（Absatzgebiet）を開拓じようとする熱心な試みは，強
く支援・促進するに値するものであることに鑑み，私は下オーストリア割引銀行
にその願いを可能な限り受サ入れること，そしてその旨を北京公使館に訓令する
ことも承諾した．しかしながら同銀行は同時に現在，いまだ不安定な中国情勢を
考慮すると，今後の借款事業は危険を覚悟の上で実施されるだろうことも指摘し
た．
　新聞報道によれば，ロンドンで国際銀行団の交渉が行われるとのことであり，
そこで中華民国政府が危急の支出を満たすための必要額の前貸しを任意に処理で
きるとの結論が出るだろうが，大借款（※「善後借款」のこと）問題は列強諸国
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による中華民国政府の承認まで結論が出ないままであろう．
　別の新聞報道によると，ロシアと日本は英独仏米政府から，近々設立される国
際銀行団への加入を求められたとのことである．ロシア政府は若干の条件を付け
ながらもこれに同意を表明しているが，日本政府はこれに難色を示している．さ
らに日本は，中国政府に必要な改革遂行を担保するための資金を意のままに処理
するために，中国を列強諸国の国際財政監督下に置くことを提案している．
　以上の説明からも閣下に御理解いただけるように，わが国は中国で計画されて
いる財政措置について，この問題の関係国から何も通告を受けなかった．そこで
閣下におかれては任国政府に対して，我々も中国において同様の重要な通商政策
上の利害（wichtige　handelspolitische　lnteressen）を主張せねばならず，我々はす
べての中国の経済情勢に関係する問題に関わる国際的な協議に，他の関係列強諸
国同様に参加することを要求せねばならないことを強調していただきたい．
　同時に閣下におかれては任国の銀行団が他国の借款団と共に中国に対して大借
款を供与することに任国政府がどのような姿勢をとるかについての問い合わせを
行っていただきたい．
　またオーストリアの借款が招聰されるような方向に，任国政府の影響下にある
銀行団に影響を与えるよう適切な形で任国政府に強く働きかけることを閣下にお
願いしたい．
　また閣下におかれては任国のしかるべき筋が上述の中国における財政監督の実
施という日本提案について認知しているか，そして最終的にそれがどれほど受け
入れられているかどうかについてご照会願いたい．私はまた，オーストリア＝ハ
ンガリー政府としては仮にそのような財政監督が実際に計画されているのであれ
ば，無視し得ぬオーストリアとハンガリーの利害に鑑みて，すでに開始されてい
る政府間の討議に参加することを望み，この計画に対する論評を控えることをこ
の機会に任国政府に通知されたい．（以下略）［AR，　F．23，　K．48，　Z．17335，　Berchtold
to　Ambassadors　in　Berlin，　London，　Paris，　St．　Petersburg，　Washington　and　Tokyo，19Mar．
1912．］
　この訓令を受けて，フランケンシュタイン代理公使の日本に対する正式な申し入れは4
月11日に行われた（なおワシントンでも同日に行われた）．なお英仏露に対する申し入れ
は3月25～26日に行われたが，この日にちのズレは，おそらく通信の問題に起因すると
考えられる．4月18日付のフランケンシュタインの報告書18によると，外相接見の際，
訓令17355号に基づくオーストリアの要求を聴いた内田外相は，オーストリアの借款団参
加の申し出は，この問題の新たな段階であり，まず最も利害関係が深い英米独仏との協議
］s`R，　F．23，　K．48，　Z．32572，　No．13，　Franckenstein　to】3erchtold，18Apr．1912．
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が必要であること，またオーストリアの要求の複雑性に鑑み，文書での申し入れを求めた．
フランケンシュタインが同日，日本政府に手交した覚書’9は無論，訓令17335号を土台に
作成された．だがこの内容をよく見てみると，他の列強諸国に宛ての覚書2°よりも，若干
踏み込んだ内容であることが分かる．主たる相違点は①下オーストリア割引銀行を中心と
する銀行団が，中国市場参入を企図し政府に支援を求めたという背景についての描写，そ
して②同借款への参加を明確に要求したことが明記されていた点である．外務省外交史料
館所蔵の「外務省記録」を見ると，懊銀行団が「四国資本家団体に加は」る点，オースト
リアは経済的のみならず「政治上」の利害を有する云々，そして回答を「速に」行う旨の
要求の部分に下線が引かれており，これらの点が日本外務省として気がかりな点であった
ことが分かる2’．そしてこれらの表現は対日覚書にのみ確認されるものであり22，オースト
リアが中国に「政治的」な利害も有するという表現は，訓令17335号の内容を超えるもの
であったといえる．つまりこの訓令にはオーストリアも「重要な通商政策上の利害
（wichtige　handelspolitische　lnteressen）」を有するとあるが，対日覚書では“1　am　instructed　to
lay　stress　upon　the　fact　that　having　also　important　political　and　commercial　interests～”となっ
ているのである．つまりフランケンシュタインは本国からの訓令の「真意」を汲み取って，
日本側に伝えたのである．
　内田康哉外相は4月13日に山座円次郎駐英代理大使をはじめとする駐欧使節に対し，
このオーストリア覚書の内容を転電して各任国政府の対応を探らせた23．英国はすでに3
月29日付でオーストリアに対し返答し，オーストリアの中国経済利害の存在を認め，仏
独米政府と借款団の同意が条件として，オーストリアの借款団加入について「原則として
反対しない」ことを表明していた24．だが実際はオーストリアの申し出に対して英国は
「寧ろ冷淡」に構えており，「同国の参加は徒に事態に錯綜を加ふるものにして甚だ望まし」
くなく，「露仏両国は全然同国参加に不賛成にして（中略）（※オーストリアが）六国と同
様の地位を与ふる事には同意し難き意見なる旨」をよく承知していた25．ロシアに対して
t9O務省編『日本外交文書』第45巻第2冊（「文書」）811，　M（明治）45104111在填洪国代理大使発内田宛；
外務省外交史料館（飯倉）外務省記録「支那改革借款一件」（「支那改革」）第6巻M45104111　No．9．res　Notice
Confidentielle，　Franckenstein　to　Uchida．
惨考までに3月26日付の英国外務省宛の覚書の大要を載せておきたい．①オーストリアは中国に重大な経済
的利害を有し，②懊諸銀行も中国市場に重大な関心を持っている．③填諸銀行は借款団の事業の進捗状況を把
握しており，④オーストリアは中国経済情勢に関する列強間意見交換への参加を要望する．⑤オーストリアは
日本の提案になる中国財政監督案に重大な関心を有する．⑥本件に対する英国政府の見解を求める．British
Foreign　Office，　General　Correspondence　China（microfilm），　FO4051208，　No．445，　Memorandum　communicated　by　Count
Mensdorff，26　March　l912．
2丁支那改革」第6巻，M45104111　No．　9．res　Notice　Confidentielle，　Franckenstein　to　Uchida・
22u支那改革」第6巻，M45／04118珍田発内田宛第64号．
’3e支那改革」第6巻，　M45104113内田発山座宛第99号及び第100号．
MFO405／208，　No．464，　Memorandum　communicated　to　Count　Mensdorff，29　March　lgl2．
asｶ書815，　M4514113，小池発内田宛第71号．
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は3月25日に申し入れを行った26．ロシアやフランスはこのオーストリアの申し出に対し
て，当初から消極的な姿勢であり27，ロシア外相サゾノブ（Sergey　Sazonov）は，3月の時
点でこのオーストリアの中国問題への関心の背後にすでに「ドイツの影響」を感じ取って
いた28．しかしながら，ドイツの真意は露仏の懸念とは正反対のものであった．つまりド
イッもまたオーストリアの申し出を「懊洪国資本家の参加を許すときは白国伊国蘭国等の
請求あるときも之を許ささる得さる」ため，決しで快く思わなかったのである．だが「同
国とは特別の関係あるに付断然之を拒絶することを得」ないため，ッィンマーマン
（Alfred・Zimmermann）外務次官1まオーストリアに対して「他日適当の時機を待たれたし」
と玉虫色の返答をすることでお茶を濁さざるを得なかった29．米国政府はこの件に関して，
関係各国との協議の必要性を訴え，その動向を見て「主義上」の同意を与える可能性を示
唆した3°．オーストリアの米国政府宛覚書には，オーストリアの「政治的利害が米国と同
一であることを強調」し，「米国が中国と列強のコンサートにおいて強固な立場を維持す
ることを望」む31とあり，アメリカの同意と支持を獲得することへの期待をうかがうこと
ができる．
　こうした英仏独露の対応を受けて，日本政府は4月17日付で「中国借款二関スル各国
資本家団体会議二際シ我代表者二与フベキ訓示事項大綱協議決定ノ件」と題する極秘文書
を作成し，オーストリアの要求に対する態度を決めた32．この第5項には「填洪国白国等
の改革借款に参加するは徒らに事態の紛糾を来たすの虞あり面白からすと思考するを以て
帝国政府に於ては可成之を拒絶することを希望する次第に付右の趣含み置おくへきこと」
とあり，日本政府の基本方針が「可成之を拒絶する」ことであることが確認された．だが
4月18日付のオーストリア政府宛回答においては，「中国に提案中の善後借款へのオース
トリア＝ハンガリー諸銀行の参加問題に関し，日本政府は関係各国と共に検討する用意が
あるが，日本はこの計画の主導者ではないことに鑑み，本件におけるいかなる単独行動の
余地もないと考える」と述べ，日本政府は明確な拒絶方針を直接明言しなかった33．だが，
この回答には下書きがあり，その第2段落部分が削除されていたことは注目に値するだろ
26`R，　F．23，　K．48，　No．64，　Thurn　to　Berchtold，25　Mar．1912．
，’∮c「オーストリア＝ハンガリーの『六国借款団』加入問題（1912）」，372頁．
aseO4051208，　No．476，　Buchanan　to　Grey，2Apr．1912．
29u支那改革」第6巻，M45！04／15杉村発内田宛第24号；AR，　F．23，　K．48，　Z．21166，　No．14，　Sz6gy6ny　to　Berchtold，
25Mar．1912．
3°`R，　E　23，　K．48，　Z．24185，　No．　10，　HengelmUller　to　Berchtold，　l　l　Apr．1912；「支那改革」第6巻，　M45104！18珍
田発内田宛第64号．
31eO405／208，　No．681　MacDonald　to　Grey，16　May　l　912．
32ｶ書819，M45104／17　「西園寺首相及内田外外相外関係官民協議決定」．
33`R．　F，23，　K．48，　Z．26302，　Tel．　Chiff士e，　Franckenstein　to　Foreign　Ministry，18　Apr．1912；AR，　F．23，　K．48，　Z．32572，
No．13，　Franckenstein　to　Berchtold，18　Apr．1912；文書820，　M45104／18　「填洪国ノ中国借款参加希望申出二対シ
日本政府回答ノ件」．
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う．そこには「我が国は，その中国における広範な経済的，財政的，領土的利害のため，
借款団体への参加を招請された．そして我が国は借款団体を構成する他国も中国問題につ
いて全く同様に深く利害関係を有するものであると考える34」とあった．またこの回答で，
日本政府が中国財政監督を提案しているとの噂も完全否定した．
　ところがフランケンシュタインは内田外相との会談について次のように本省に報告した．
　日本政府はこの問題においては突出した姿勢を見せないように心掛けており，
我々　（※オーストリアの）の要求に合致した他の列強諸国の決定に特に問題なく
同意し，おそらくこの方向で，（※日本が）その影響力を行使しうる諸銀行にも
働きかけるとの感触を持った．というのも外国での自由な投資活動を求める金融
資本が欠落していることに鑑み，日本政府はその借款割当の縮小に異議を唱える
ことはないだろうし，その割当分ですら外国金融市場から調達するだろうと私は
信じるからである．
　日本政府の国際中国借款参加は以下の動機に基づくものである．つまり借款使
途への干渉についてどの関係国の優越も認めないということ，そして，借款使途
への干渉についての権利と利害を，借款団加入に際してつけられた確たる諸条件
を通じてできる限り守ることである．外相が私に語ったところによれば，その借
款団加入国の権利と利害の問題については，（※関係諸国と）まだ交渉中とのこ
とである．だがその内容についてはまだ回答できないとのことであった，［AR，　F．
23，K．48，　Z．32572，　No．13，　Franckenstein　to　Berchtold，18　Apr．1912．］
このフランケンシュタインの分析は，日本政府の意向を完全に読み間違えていた．日本も
オーストリア同様，借款団に参加すること自体を重視し，その借款供与割当の縮小にさし
て抵抗しないだろうとの分析は，オーストリアにとってご都合主義のいわば「御用分析」
であり，まったく当時の関係諸国の「空気」を察していない．そもそも日本を含めて当時
の列強諸国は，オーストリアを中国問題の利害関係国とは認めていなかったからである．
無論，彼はその他の関係国がオーストリアの借款団加入希望をどのように見ていたか知る
由もなかったわけであるが，もしも彼がこの内田外相その他の外務省担当者との話し合い
の中で，日本がオーストリアに好意的な姿勢をとると，またはオーストリア側に好都合の
決定を行うと勘違いしたとすれば，彼の回顧録の中に以下のような部分があることも，納
得がいくかもしれない．
私が最初に（※日本）外務省を訪れたとき，私は次のことをすぐに思い知らされ
た．これら東洋の政治家たちがどれほど不可解であるか，彼らから大切な情報を
暫支那改革」第6巻，M45104118　「填洪国ノ中国借款参加希望申出二対シ日本政府回答ノ件」．
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得ることがどれほど困難であるか，そして彼らが重要な問題をどれほど避けなが
ら答えるか，ということを．外務大臣と外務次官は，たいていの日本人同様，疑
い深く無口であり，答えにくいことを聞かれると，知らないふりをするか突然英
語が分からなくなるか，まったく関係ない返答をするのである．［Franckenstein，
Facts　and　Features，　p．92；Idem，　Zwischen　Wien　und　London，　pp．93－4．］
これは彼が回顧録に唯一記した日本で外交に携わった際の印象であるが，彼自身の洞察力・
分析力についての言及は一切なく，日本での外交が実りあるものとならなかった原因を，
単純に日本の外務省，そして外交官の特性に帰している，
　さて，これまで見てきた3月末から4月初旬にかけてのオーストリアの列強諸国への申
し入れは，芳しい反応を得ることができなかった．確かにドイッのように同盟関係を理由
にオーストリア加入を支持せざるを得ない国や，英米のように留保条件付きで承認する国
もあったが，結局のところオーストリアの借款団参加については，実質的には関係国全て
が消極的な態度を示したのであった．各国は「時日を遷延せしめ自然に填洪国をして断念
せしめ35」る姿勢をとったのである．
　だがオーストリアは簡単に「断念」しなかった．4月29日付の駐独・英・仏・仏・’米・
露・日大使宛訓令24856号は，オーストリアの借款団加入を具体的に推進するように命じ
るものだった36．これは5月半ばにロンドンにて銀行団の会合が開催されることを見込ん
だものであった．この訓令の内容をまとめると，①オーストリア＝ハンガリー財務省承認
の下，借款団参加のための銀行団が結成され，政府は出来得る限りの支援を行なうこと約
束した，②填銀行団体は各関係国銀行団と近日中に直接交渉を持つ，③填銀行団は均等7
分の1ではなく，より小額を引受ける，④しかし同団体は他関係国と平等な権利を保有す
る，⑤オーストリアの借款団参加は将来の中国市場参入を視野に入れている，⑥オースト
リアは中国改革に対する列強諸国の影響力行使に関し，その権利を主張する，というもの
であった37．駐米・駐日大使宛の訓令には，日米以外の借款団参加国がオーストリアの加
入に賛成するよう両国政府に働きかけるよう特に指示があった．
　オーストリアが2回目の申し入れを英国に行ったことは，5月10日にマクドナルド
（Sir　Claude　MacDonald）英国駐日大使から日本側に伝達された38．ここで英国政府から日
35u支那改革」第6巻，M45！04115　安達発内田宛第40号．
ss`R，　F．23，　K．48，　Z．　24856，　Berchtold　to　Ambassadors　at　Berlin　etc．，29　Apr．1912．
G7Pbid．；　FO4051208，　No．584，　Memorandum　communicated　by　Count　Mensdorff，6May　l　912：Friedrich　Stieve（ed．），　Der
Diplomatische　Schri：ftwechsel　lswolskis　19〃－1914’　Aus　den　Geheinzakten　der　Russischen　Staatsarchiv〔lsvvolski〕，Vol．2．
（Berlin：Deutsche　Verlagsgesellschaft　ftir　Politik　und　Geschichte，1926），　No，275．　Neratov　to　Isvolsky，26　Apri11912；
文書852，M45！05／13，内田発加藤宛第132号他；」．　Lepsius，　A．　Mendelssohn－Bartholdy，　F．　Thi㎜e，　Die・Grosse
Politik　der　Europa’ischen　Kabinette　1871－1914〔GP〕Vol．32．（Berlin：Deutsche　Verlaggesellschaft　fほr　Politik　und
Geschichte，　1927），　No．1　1890，　Zimmermann　to　Tschirschky，16　May　1912．
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本の態度を問われた倉知鉄吉外務次官は，中国借款問題は「六国」の専管事項であり，オー
ストリア加入を認めれば，その他の国の加入申請も断れなくなると返答した．だが「関係
各国がオーストリアの加入に好意的であれば，日本政府としても我が国の銀行団に対して
同様の依頼を成すことも吝かではない39」とも返答している．これは英国が3月に「原則
として同意」の姿勢を与えた故の回答であったと考えられるが，日本側の真意はあくまで
参加拒絶にあった．またオーストリア銀行団が均等な割合を供与できないのに，同じ権利
を要求している点も問題視していた4°．
　さて5月13日，フランケンシュタインは外務省に内田外相を訪ね，訓令24856号に基
づいて日本に対する2回目の申し入れを行った41．その10日前の5月3日付の報告書42に
は，4月ll日の申し出に対する日本政府の返答を求めて内田外相を訪ねたフランケンシュ
タインが，同外相から何の確たる返答も得られなかったことが記されている．そこで彼は
「彼（※内田外相）の口数の少なさからは，借款問題について中国政府との交渉が滞って
いることがうかがえる」と分析していた．さてこの5月13日の交渉の様子はマクドナル
ド英大使のグレイ外相（Sir　Edward　Grey）宛報告書からうかがい知ることができる43．「オー
ストリァの臨時代理公使はとても強い口調でオーストリアの加入を主張し，またドイツ政
府もオーストリアの借款団参加を強く望んでおり，15日にロンドンで開催される会議で，
ドイツ銀行団はオーストリア参加を提議すると説明した．」確かに5月9日付の訓令
30901号は，5月15日にロンドンで開催される借款団の会議において，ドイツ銀行団が
オーストリアの借款団加入を支持することを各国駐筍大使に伝えており“，これが交渉の
道具として使われたわけである45．だが日本外務省は，他国の関係諸国が賛成すれば反対
しないという以前通りの返答をするにとどまったのであった46．
　さてこの5月のオーストリアの申し入れは，関係各国からどのような反応を得たのであ
ろうか．この時の英国宛の懊覚書の内容は基本的に日本でのフランケンシュタインの申し
入れと同様のものであった．確かに英国は3月末の時点で「原則として同意」する旨を表
38u支那改革」第7巻，M45105111　「填洪国ノ借款参加申込二対スル英国政府ノ回答振及右二関スル帝国ノ意向照
会」．
39eO405t208，　No．598，　MacDonald　to　Grey，11May　lgl2；「支那改革」第7巻M45105111内田発伊集院宛第142
号他．
’°e支那改革」第7巻，M45105111　Hampden　to　Kurachi．
41` R，　F．23，　K．48，　Z．33605，　Tel．　Franckenstein　to　Foreign　Ministry，13　May　1912；文書852，内田発伊集院宛第145
号，加藤宛132号
42` R，　F．23，　K．48，　Z．35486，　No．15〈，　Franckenstein　to　Berchtold，3May　l912．
43eO4051208，　No．680，　MacDonald　to　Grey，16　May　1912．
“AR，　F．23，　K．48，　Z．30901，　Berchtold　to　Ambassadors　at　Berlin　etc．9May　1912．
4seO405／208，　No．614　MacDonald　to　Grey，1912105／13．
os` R，　F．23，　K．48，　Z．33605，　Tel．　Franckenstein　to　Foreign　Ministry，13　May　1912；FO4051208，　No．614　MacDonald　to
Grey，1912105／13；FO4051208，　No．680，　MacDonald　to　Grey，16　May　1912；文書852，　M45105！13，内田発加藤宛第132
号他．
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明していたが，今回は慎重に対応した47．またこの時点で，英外務省はオーストリアが
「ドイツの影響力拡大のためにいつも通り利用されている」ことは「当然の推論（obviOUS
inference）」と結論付けていた48．仏露はオーストリアに表立った拒絶の意思を直接的には
示さなかった．ロシア外相は借款団が機能不全に陥る可能性を理由としてオーストリア加
入に慎重な姿勢をとることを表明したが49，ロシア外相代理は5月9日付の駐仏大使イズ
ヴォルスキ（Alexander　Isvolsky）宛訓令において，オーストリアのやり方（均等割当額を
出資できないにもかかわらず，他国と同等の権利を主張する方針）には同意出来ないと記
した5°．また5月13日には駐日ロシア大使は，フランケンシュタインの直後に内田外相を
訪ねており，強硬にオーストリア加入に反対する姿勢を明確に示した5］．仏政府は「六国
借款団」への新規加入問題についてロシアと歩調を完全に合わせて対応する旨返答した52．
填駐仏大使はボアンカレ首相（Raimond　Poincare）に仏銀行団の反填的態度を和らげるよ
う訴え53，さらにオーストリアは中国に経済利害しか有していないゆえに，もし懊銀行団
が借款団に加わればロシアの政治的利害を支持するとまで明言した．ここで仏首相はロン
ドン銀行団会議において仏銀行団が強硬に反対しないよう指示することを約したM．だが
ボアンカレの真意は「明確にロシアの態度を支持s5」することにあった．ジュール・カン
ボン（Jule　Cambon）駐英大使もオーストリアの参加はドイツにそそのかされたものと考
えており56tボアンカレ自身もこれをオーストリアの「陰謀（intrigue）」と見ていた57．ボ
アンカレは露仏英日4国名で一致した拒絶回答を与えることも試みようとした58．「仏国は
友好国たる填洪国に対し仏国政府単独にて反対することは之を敢てするを欲」さなかった
ためである59．ドイツは今回の申し入れを受けた時点でオーストリアを全面支持する姿勢
へと転換し，独銀行団を統轄するディスコント・ゲゼルシャフト（Diskonto　Gesellschaft）
47`R・E23・K・　48・Z・31232・N・・32　M・n・d・rff・t・Bercht・ld，6M・y　lgl2；FO4051208，　N・．590，　G・ey　t・B・ni・・et・．，9M。y
1912．
‘geO37111317119503・・Minut・by　G・eg・ry・n　M・m・・a・d・m・・mmunicat・d　by　C・unt・M・n・d・㎡，6M・y　1912。
‘9Pswolski，　No．288，　Sazonov　to　lsvolsky，20　May　l912．
s°P・w・1・ki・・N・・275・N・・at・v　t・1・v・1・ky，9M・y　lgl2；FO4051208，　N・．6〔M，0’B・im・t・G・ey，・11・M・y　1912；1、w。1、ki，・N。．
282，Isvolsky　to　Sazonov，11　May　1912；文書852　M45！05113内田発伊集院宛第145号他．
’ieO4051208・・N…614・MacD・nald・t・G・ey，13　M・y　lgl2；N・．・681・MacD・nald・t・Grey，16　M・y　lgl2．
52Pswolski，　No．282，　Isvolsky　to　Sazonov，11May　1912；AR，　F．23，　K．48，　Z．33955，　Te1．　No．61，　Sz6csen　to　Berchtold．
5’`R・　Z・30902・T・L　N・・46・B・・cht・ld・t・S・6・・en，11　M・y　1912；Z．32843，　T・1．　N・．58，　Bercht・ld・t・S・il・・sy，12M。y
1912．
s4`R，　Z．32841，　Tel．　No．59，　Sz6csen　to　Berchtold，11May　lgl2．
55Pswolski，　No．　282，　Isvolsky　to　Sazonov，11May　1912．
56u支那改革」第8巻M45105118　杉村発内田宛第33号．
57Pswolski，　No．　282，　Isvolsky　to　Sazonov，11May　1912．
s8Pswolski，　No．288，　Sazonov　to　lsvolsky，20　May　1912；「支那改革」第8巻M45105115安達（パリ）発内田宛第65
号．
s9ｶ書859　M45105118　安達発内田宛第64号（本野男ヨリ左之通）及び「支那改革」第8巻，　M45／05116　安達
発内田宛第65号．
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も懊銀行団の借款団加入を断固支持する旨を保証し6’，関係国駐在使節には填団体加入に
ついて各国政府の支持をとりつけるよう訓令していた6’．このドイツの態度変化について，
ドイッ外務次官は「参加は元より独逸国の希望する所にあらさりしも本件に付ては同国政
府より在独大使をして強硬なる交渉を為させしめたるを以て同盟其他の関係上到底其申出
を拒絶し得す遂に巳を得す承知したる次第なり」と説明している62．
　そして5月15日，ロンドンで銀行団会議が開催された．会議の主要議題の1つが日露
その他諸国の加入問題であった．日露にとっての懸案は①満州についての留保条件を4国
に呑ませ，②日露の引き受け分をどの国の債権市場で発行するかであり，この問題をめぐっ
て議論が紛糾し，会議は収拾不能に陥った63．こうした中で，オーストリア参加問題につ
いては，独銀行団も明確な支持の姿勢を打ち出すこともないまま会議は閉幕したα．とこ
ろがアメリカ政府は5月16日，駐米ドイツ大使にオーストリアの借款団加入に同意する
と伝え65，18日付で英仏独政府に「中国借款の国際化」の観点からオーストリアやイタリ
ア等の加入に同意し，団体の「八国団体」への拡大の意向を正式に伝達してきたas．
　独米の同意を確保したオーストリアとしては，一応「原則的な同意」を示していた英国
の姿勢を確認したいところであった．そこで18日，填外相は英国に対し再度，支援要請
を行い，もしオーストリアの加入が拒絶された場合は「六国借款団」と競合する別の団体
との協力を灰めかして揺さぶりをかけようとした67．だが英国政府は同日，オーストリア
の参加希望を拒絶した．填駐英大使宛の英国政府覚書68は3月26日時点の「原則的同意」
60` R，　F．23，　K．48，　Z．30901，　No．103，　Sz6gy6ny　to　Berchtold，9May　lgl2．
6且`R，　F．23，　K．48，　Z．3845，　No．108，　Sz6gy6ny　to　Berchtold，11　May　1912；FO405／208，　No．599，　Goschen　to　Grey，
1912105111；No．618，　Goschen　to　Grey，1912／05113；GP，　No．11890，　Zimmermann　to　Tschirschky，16　May　1912；「支那
改革」第8巻，M45105117　内田発伊集院宛第148号．
6zu支那改革」第8巻，　M45tO5118杉村発内田宛第33号．
63jing，　The　Hongkon8　Bank　in　the　Period　of　lmperialism　and　War，1895－1918・P・485・
“AR，　F．23，　K．48，　Z．33536，　No．57，　Berchtold　to　Sz6csen，19　May　l　gl2；Z．35167，　No．66，　Sz6csen　to　Berchtold，23　May
lgl2；HHStA，　Politisches　Archiv〔PA〕，XL，　K．318，“Die　Beteiligung　6sterreich－Ungarns　an　dem’Sechs－Machte’
Anlehen　und　unsere　Stellung　in　Ostasien．”
esfP，　No．　l　I　890，　Zimrnermann　to　Tschirschky，16　May　l912．
e6oapers　Relating　to　Foreign　Relations　of　the　United　States（1912）（FRUS），　The　Secretary　of　State　to　the　American
Ambassador　to　France，18　May　1912；FO405／208，　No．652，　Memorandum　communicated　by　Mr．　Philips　to　Mr．　Langley，
23May　lgl2．但し米国政府の同意は条件付きだった．①米国銀行家の同意，②六国政府の同意，③填加入が現
在進行中の交渉に障害とならないこと．なお米銀行団はオーストリア加入に同意した．「支那改革」第8巻，
M45105117　珍田発内田宛第73号参照．
67eO4051208，　No．629，　Russell　to　Grey，18　May　1912．
aseO4051208，　Memorandum　communicated　to　Count　Mensdorff，18　May　1912．この覚書には結果的に一点誤りがあっ
た．つまりこれにはドイツ以外が全て反対したと記されていたが，実際は米国は同日付けでオーストリア他の
加入に賛成する姿勢を表明していた．Cf．　FRUS（1912），　The　Secretary　of　State　to　the　American　Arnbassador　to　France，
18M・y　lgl2；FO4051208，　N・．652，　M・m・rand・m・・㎜・nicat・d・by・M・・　Philip・t・Mr・　Langl・y・23　M・y　1912；FO4051
208，No．　681，　Mitchell　Innes　to　Grey，23　May　l912．
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は，あくまでも「他の関係国が同意した場合」に意味を持つものであり，ドイツを除く全
ての関係国の反対に直面した以上，オーストリア加入は認められず，オーストリアはドイ
ッなどの他の銀行団の割当の一部を引き受けるべきとした69．英外相はオーストリア大使
に「もはや借款団の拡大などは問題外であり，既存の団体を如何に運営するかということ
だけで精一杯7°」だとフォローしたが，この英国の明確な参加拒絶姿勢はボアンカレ等を
「喜ば」せることになった71．
　ではまた東京に目を転じてみたい．ロンドン会議後の5月17日に駐日ドイツ大使が外
務省を訪れ，ドイツ政府はオーストリア加入に異議なしであり，日本政府も同様の姿勢を
示すよう申し入れた72．ちなみにこのドイツ大使（Arthur　Graf　von　Rex）は，オーストリ
アが4月に最初の申し入れをした時に，「オーストリアの中国利害は全く取るに足らぬも
のであり，借款団への加入希望は単なる自尊心（amour－propre）によるものだ73」と英国大
使に漏らしていた人物である，そして日本政府が5月18日付の英国の拒絶を伝えられた
のは2日後の20日のことであった74．ここで日本政府はオーストリア加入問題が一段落し
たと認識したはずである．ところが5月23日，フランケンシュタインは外務省を訪れ，
再び訓令24856号に基づいて日本政府にオーストリアの借款団加入を申し入れたのであ
る75．ここで内田外相はオーストリアの申し入れに対しては公式な返答はできないと回答
した上で，「六国」のうち多数が，オーストリアが同等の地位を保持して加入することに
反対したこと，そしてオーストリア以外にさらに3力国が加入を希望しており，オースト
リアの加入を認めるとそれも断れなくなって，結果として借款団が機能不全に陥ってしま
うと「内話」した．そこでフランケンシュタインは内田外相に対し，借款事業の現状と将
来的なオーストリアの参加に関する日本政府と銀行団の見解について質問した．「だがこ
こでもいつも通りの日本式の秘密主義的なあいまいな回答（begegnete　jedoch－wie　immer
－der　hiesigen　Geheimniskrtimerei，　ausweichenden　Antworten）を得た．そしてその日本的な
微笑みと極端な否定的態度の背後に，内田外相はまるで烏賊のように（einem　Tintenfisch
vergleichbar），彼の思考，情報，もくろみを隠したのである．日本駐在の他国の外交官か
SSp国銀行団代表アディスも，填銀行団が借款団に正式に加盟せずとも参加し得る方策があるとみていた．
FO4051208，　No．641，　Grey　to　Goschen，21　May　1912．また仏駐英大使も同様の見解を示した．　FO4051208，　No．600，
Grey　to　Benie，11May　I　912．
70Pswolski，　No．　297，　Isvolsky　to　Sazonov，25　May　l　912；FO405／280，　No．697，　Grey　to　Cartwright，6　June　1912．
71eO405／208，　No．　630　Grey　to　Benie，　Goschen，　Mitchel　lnnes，　MacDonald　and　O’Beime；No．631，　Grey　to　T．　Russel1，18
May　1912；FO405！208，　No．　634，　Benie　to　Grey，　18　May；FO37111318／20941，Minute　by　Walter　Lagley　on　Bertie　to　Grey，
17May　1912；Cf．　lswolski，　No．　300　Sazonov　to　lsvolsky，27　May　l　912．
72u支那借款」第8巻，M45／5117　内田発加藤宛148号．
73eO4051208，　No．680，　MacDonald　to　Grey，16　May　1912．
74u支那改革」第8巻，M45105120　Macdonald　to　Uchida；文書869　M45105！21内田発加藤宛第139号．
75`R・・F・・23・K・・48，　Z・35169，　T・1・F・an・ken・t・i・t・F・・eig・Mi・i・try，・23・M・y　1912；AR，　F．23，　K．48，　Z．・41964，　R・p・rt・N。．
17－B，Franckenstein　to　Bercchtold，24　May　1912．
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ら内田外相との会話が成果のないもので不愉快なものだとの嘆きを度々聞いているが，外
見的には非常に友好的な好意が示されるのである76．」フランケンシュタインは内田外相に，
ロンドンでの借款団会議において日本銀行団はオーストリア加入に賛成したのか，それと
も反対したのか返答を迫った．すると「内田外相はあいまいに返答し，我々が（※日本政
府の）同意を求めた東京でオーストリア＝ハンガリー銀行団の加入承認に関する独亜銀行
の提議に関して，日本銀行団の代表者がロンドン会議において同意したかどうかは報告を
受けていないと述べた！77」フランケンシュタインが日本の銀行団はオーストリア銀行団
の中国借款への参加を望ましく思ってないように思えると述べると，内田外相は「『おそ
らく（vielleicht）』日本政府と日本の銀行団は他の関係国政府および銀行団と協調して動
くことを重視しているに違いないと付け足した78．」フランケンシュタインはこの報告書で
「我々の外交努力で喚起しようとした（※日本政府の）イニシアティブは残念ながらここ
では当てにはできないだろう」と結論付けた．そしてオーストリアがドイツ銀行団に出資
する形での「準加盟（Subbet（h）eihgung）」であれば反対しないと述べる内田外相に対し，
フランケンシュタインは「準加盟」はオーストリア＝ハンガリー政府の意図ではないと返
答した．この5月23日の交渉については，「外務省記録」および『日本外交文書』には記
録が見当たらなかった．これは日本外務省としてはオーストリアのこの申し入れはもはや
片付いた問題として，重要視していなかったためと推察される．他方でフランケンシュタ
インのこの報告書は，先に引用した彼の回顧録につながる，日本の外交官への不信感，日
本での外交の不毛さが明記されたものとして，とても興味深いものである．当然のことな
がら，この報告書には自身の外交に対する反省などはない．彼は駐日ドイツ大使の以下の
ような発言を引用している．「これからオーストリアが非ヨーロッパ世界政策においてよ
り大きな取り分を得ようとするなら，海軍を増強し（私はこれに対し我が国のドレッドノー
ト型戦艦建造を指摘した），教育・マスコミ政策と中国でのドイツの文化振興に参加する
ことを通じて，オーストリアの政治的・経済的利害は報われ，他国の（※中国進出の）試
みが妨害されることになり，ドイッの立場と極東でのオーストリアの立場が強化されるの
である79．」これを引用したのは，ドイッと異なり極東に大きな足掛かりを持たないオース
トリアの外交官として，自分の外交交渉の失敗がある意味仕方のないものであったという
ことを灰めかそうとしたためではないか，ということもできる．他方で彼の筆からは「同
盟国」ドイツの傲慢さに対する違和感も見て取ることができる．ドイツの支持は獲得した
ものの，そのドイツがオーストリアの中国進出を実際には冷淡に見ていたことも自覚して
いたのである．もっとも彼自身の日本に対する傲慢さについては特に気付くことなかった
76T’4．
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と見える．こうしてオーストリアの東京での対中借款事業参入外交は失敗に終わることに
なった．
　3月から5月にかけてのオーストリアの対中借款参入外交の失敗は，表向きはその資金
力の乏しさや，加盟国数増加による借款団の機能不全などが表面的な理由であった．だが
英仏露はオーストリアの加入申請にドイッの「陰謀」という幻影を見出していた．オース
トリア側も極端に少ない額（2％）しか出資できないにもかかわらず「準加盟（Sub－
bet（h）eiligung）」ではなく，独立団体としての参加を求めるという姿勢を貫いた．こうし
たことが借款団への参入の道を閉ざした．ドイツの支持も「同盟関係」を頼みに辛うじて
獲得したものであり，アメリカの支持は「門戸開放政策」につながる借款団の「国際化」
という別の動機に基づくものであった．「他の加盟国から我が国の参加が受け入れられな
ければ，我々が完全な行動の自由を確保しなければならないのは当然8°」と考えたオース
トリアは，今度は単独で借款を行う道に向かって行く．
　5月に借款団参加の道を事実上断たれたオーストリアであったが，その後も米独に対し
ては工作を継続していた．特に米銀行団と米政府の支持を借款団参加のための一つの鍵と
位置付けて積極的な支持獲得のための工作を行い，6月の銀行団会議での巻き返しをはか
ろうとしていた81・借款団加入が拒絶されたという事態を，オーストリア自身はどのよう
に捉えたのだろうか．6月22日付のウィーンの「ノイエ・フライエ・プレッセ（Neue
Freue　Presse）」紙は「中国借款と列強諸国」という記事を掲載した82．これによるとオー
ストリアはその無欲さから中国人の篤い信頼を獲得しており，借款団にとって好ましい一
員となることができたはずであり，この対中借款事業参入は「工業国」オーストリアに相
応しい計画だったと自己評価した．また資金力の乏しさを理由にオーストリアの加入を妨
害したのはロシアだと断じ，英仏も親独国オーストリアの参加を望まなかったと論じた．
そして「善後借款」事業においては借款団参加国が中国の財政監督等，様々な独占的な地
位を占めることになり，中国進出に関する「門戸開放」原則が形骸化すると結んだ．誇張
と誤解が認められる記事だが，オーストリアの中国進出の目的が当初は工業製品（武器）
輸出にあったことを考えると，借款団加入への道が閉ざされた以上，オーストリアはここ
で強調されている中国における「門戸開放」というキャッチワードにすがる他ない状況に
追いこまれていた．中国市場が借款団に参加する「六国」に独占されることは阻止しなけ
ればならなかった．
　こうしてオーストリアは7月中旬に「六国」に対し，①「六国借款団」による中国経済
独占に抗議し，中国での「門戸開放」原則の維持と②（財政監督を含む）中国経済問題に
80`R．　F．23，　K．48，　Z．36522，　Berchtold　to　Sz6gy6ny，31　May　1912．
8’ﾚしくは島田「オーストリア＝ハンガリーの『六国借款団』加入問題（1912）」，387頁．Cf．　AR，　F．23，　K．48，　Z．
33540，No．16，　Wickenburg　to　HengelmUller，25　May　lgI2，　etc．
82u支那改革」第ll巻，　M45／06／24奥田（ハンブルク）発内田宛第76号．
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関する討議への参加を求める今年3度目の申し入れを行った83．これに対する各国の反応
は冷静なものだった．ロシア外務省は，財政監督問題は借款団参加国に排他的権限があり
「六国借款問題に付ては懊洪国は何ら容求の権利なき旨念を押し置きたる外聴流しの態度
を執」りge，フランスもこれに同調した85．ドイツの反応も同盟関係ゆえの義務的な「支持」
であった86．独銀行団は本当のところオーストリアの参加を望んでおらず，独外務省は独
銀行団説得のために圧力をかける必要性すら示唆していた87．唯一好意的反応を示したの
はタフト（William　Taft）政権のアメリカだけであった88．
　日本にはいつも通り，先ず英国から情報がもたらされS9，日本に対する正式な申入れは
8月4日夜と翌5日に行われた9°．フランケンシュタインは8月7日付の報告書9’に「翌
朝，小生は（※内田）外相に対し御訓令の趣旨の通りの宣言を，まさに決然とお伝えした」
と記している．そして内田外相がオーストリアの覚書を所望すると，「本使にはその権限
が与えられておりません」と返答した．だが実際には白紙の表紙を付けた覚書92を手交し
ている．内田外相はいつも通り，この時点で回答はできず，覚書を検討し他国と意見交換
した上で返答すると答えた．フランケンシュタインは内田外相が返答を忘れることを危惧
したため，さらに阿部守太郎外務省政務局長を訪ねて，オーストリア＝ハンガリー政府の
主張を繰り返した．彼は中国との金融・商業上の関係上，オーストリアが有する利害につ
いて強調し，独占権を確保しようとする借款団の活動を通じて，その利害は侵害され得る
ものであり，（※借款団の）活動や協議は我々が異議を唱え，コメントを差し挟まずには
いられないものであると伝えた．またオーストリアは借款団の特権的な地位と今後その参
加国が永続的な機構へと発展することに特に抗議するとした．「阿倍政務局長は一その上
司（※内田外相）と同様に一借款団は中国の資金需要や兵器注文の独占ではなく，その貸
し付けの保証を目的としていると述べた．そして巨大な中国市場にはオーストリアにも十
s3` R．　F．23，　K．48，　Z．　44416，　Berchtold　to　Ambassadors　in　London，　etc。；HHStA，　Gesandtschaft　Archiv（GA）Peking　K．40：
Anleihen1Bankwesen　l912－25，　Z．45215，　No．574，　Berchotold　to　Rosthom；Berchtold　to　Ambassadors　at　London，　etc．；
FO4051209，　No．58，　Memorandum　communicated　by　Count　Mensdorff，17　July　1912；Iswolski，　No．377，　Neratov　to
Ambassadors　at　London，　Paris，　Berlin　and　Vien皿a，22　July　l912．
ulbid．；「支那改革」第11巻，　M45！07127本野発内田宛第158号．　Cf．　FO4051209，　No．89，　Buchanan　to　Grey，28　July
1912．
as`R，　F．23，　K．48，　Z．64013，　Te1．　No．　85，　Somssich　to　Berchtold，24　Jul．1912．
as` R，　F．23，　K．48，　Z．50933，　No．29－B，　Sz6gy6ny　to　Berchtold，19　July　l912．
s7eO4051209，　No．　84，　Granville　to　Grey，27　July　1912．
8seO4051209，　No．88，　Mitchell　lnnes　to　Grey，27　July　lgl2．
s9u支那改革」第11巻，　M45107127　Macdonald　to　Ministry　of　Foreign　Affairs；「支那改革」第11巻，　M45107127
内田発伊集院宛第228号；FO4051209，　No．83，　MacDonald　to　Grey，1912107127．
9°`R，　F．23，　K．48，　Z，59000，　No．24－C，　Franckenstein　to　Berchtold，6Aug．1912；「支那改革」第11巻，　M45108105
「填洪国代理手交」．
91`R，　F．23，　K．48，　Z．59000，　No．　24－C，　Franckenstein　to　Berchtold，6Aug．1912，
暫支那改革」第ll巻，　M45108105　「填洪国代理手交」．
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分参入の余地がある（※とも述べた）．その点について，私（※フランケンシュタイン）
は借款団の（※中国市場）独占のための試みは疑いようもなく門戸開放原則と我々に条約
上保証された利害の侵害を意味すると反論した．」フランケンシュタインはさらに阿倍政
務局長あてに5日の会談の内容を復習する非公式書簡を送っている93．そこではオースト
リア＝ハンガリー政府が中国問題に関する列強諸国間の協議や協定への参加に「特別な重
要性」を置いていることが強調され，「我々が『六国借款団』に参加しなかった事実が，
我々をしてその中国との金融・貿易上の関係を放棄せしめるものではない．そして中国と
の関係は我々にとって重要でないはずがない．それどころが我々は対中関係を発展拡大し
なければならない」と記されていた．また上記報告書の通り，借款団の事業がオーストリ
アの利害と「門戸開放」原則に抵触することも強調されている．そしてこの書簡を貫くの
が，借款団加盟国が中国との通商を独占するのではないかとの危惧の念である．これにオー
ストリアが対抗するためには，「門戸開放」原則というキャッチワードにすがるほかない
ことが，この切実な書簡からも明らかになる．
　オーストリアは7月の「六国」に対する申し入れに際して，「六国借款」契約に借款期
間中における商取引の独占条項が含まれているのは「門戸開放原則」に違反すると主張し
ていた94．だが英国はこうした独占条項の存在を否定し95，むしろ英国は「門戸開放」原則
に依拠して行動しでおり，「六国」による中国市場「独占」を支持しないものの，中国の
財政監督問題は「六国」の専管事項であると明言した96．日本がこの英国の回答に沿った
形でオーストリアに口頭で回答したのは8月17日のことであった97．口頭とはいえ，覚書
が添えられている．そこには中国の通商問題における「門戸開放」の原則とオーストリア
の条約上の権利を承認し，中国に関する「共通利害」に関してオーストリアが参入するこ
とも認めた．しかしながら，「日本政府はそうした共通利害の問題と，大中国借款を交渉
中の借款団によって要求されている諸条件とを明確に区別しうる」とも記されており，日
本は「借款団」の特権的な地位をオーストリアに高らかに宣言したのである．フランケン
シュタインはそこに切り込んだ．「日本政府の覚書が述べるように，全ての条約署名国の
共通利害に関する問題と借款団が中国政府に対して要求する諸条件の区別は困難で明瞭
（clearly　distinguishable）ではないとの私の指摘に対し，内田子爵（※外相）は現状におい
ては単なる原則的な返答しかできないと回答した．後々，我々の権利と利害が危険に曝さ
れ，侵害されたとの見解を持つべき個別の事例が発生した時，我々は無論，異議を申し立
93u支那改革」第11巻，M45108105　Private・letter，　Franckenstein　to　Abe．
Pa閧b奄пD；FO4051208，　No．118，　Grey　to　Cartwdght，12　August　l　912．
9s`R，　F．23，　K．48，　Z．50934，　No．33－G，　Mensdorff　to　Berchtold，19　Jul．1912．
96` R，　F．23，　K．48，　Z．56394，　No．39，　Trauttmansdorff　to　Berchtold，8Aug．1912．
97` R，　F．23，　K．48，　Z．61659，　No．・26，　Franckentein　to　Berchtold，17　Aug．1912；「支那改革」第11巻，　M45108／15
British　Embassy　to　Department　of　Foreign　Affairs；FO262！1480，　Memo　sent　to　Viscount　Uchida　in　the　same　form　as　that
read　from　Japanese　government　on　l4　August　1912．
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て「六国」政府と協議に勤しめばよいのである98．」こうして7～8月のオーストリアの第
3回目の申し入れは，単なるオーストリアの一方的な中国に関する権利保持宣言に終わり，
これを境にオーストリアは借款団参加に興味を失い，単独で武器輸出・借款事業を推進し
ていく．またオーストリアは中国市場の「門戸開放」原則について「六国」から形式的に
その保証を得たと考えた．結局，オーストリアは1913年までに500万ポンド弱を衰世凱
政権に対して貸し付け，これは「六国借款団」が最終的に貸付けた2500万ポンドの約11
5に相当する額であった．
　確かにフランケンシュタインの東京での外交努力は失敗続きであり，これは若き日の
「苦い思い出」となったに違いない．しかも彼の傲慢な外交姿勢は対日交渉において決し
てプラスには作用しなかっただろう．だがこの中国利権参入外交において，フランケンシュ
タインだけが失敗したわけではない．彼が報告書の中でドイッ大使の言を引用したように，
結局のところ，オーストリアの東アジアでのプレゼンスが極小であり，そして欧州が三国
同盟と三国協商に2極化されていく中で，この交渉が首尾よく進む保証などどこにもなかっ
たのである．オーストリア外務省が中国経済進出問題にかんして掲げたハードルは，
1912年3月から8月にかけて，借款団への「対等な立場」での参加から，「六国」の特権
を事実上承認しつつ，中国市場参入にかんしてその「門戸開放」という原則を確認すると
ころまで下がっていった．これはいうなればオーストリア＝ハンガリーの要求がその実力
に見合う形に収敏していくプロセスであったともいえる．ドイツの支持は「同盟」の存在
ゆえの消極的なものであり，アメリカの支持はタフト政権の対中国「ドル外交」の「おこ
ぼれ」に過ぎなかった．英仏露はオーストリアをドイツの手先位にしか見なくなっていた．
だが日本政府はオーストリアの申し出を完全に無視したわけではない．オーストリアとい
う「欧州列強」のようでいて，本心から「列強」とは認識できない，よく分からない存在
にどのように対処すべきか，日本としても関係諸国（特に英国）の動向を見据えながら，
玉虫色の対応しかできなかったというのが本当のところではなかったか．実際，日本がい
くら本心では拒絶したいと思っても，オーストリアに対して一度も直接話法で拒絶を表明
していない．フランケンシュタインが怒りを覚えた日本の外交担当者たちもまた迷ってい
たのである．恩師工一レンタール（Alois　Graf　von　Aehrenthal）元外相に特に選ばれて日本
に送られた若手外交官フランケンシュタインであったが，恩師の言ト報（1912年2月）を
受けて，功を急ぎたい心理に駆られながらも，なかなかうまくいかなかったという焦燥感
が彼の対日交渉の基底にあったかもしれない．こう想像すると，彼の日本での外交をより
多面的に理解する可能性が生まれてくるかもしれないのである．（次号に続く）
9s`R，　F．23，　K．48，　Z．61659，　No．26，　Franckentein　to　Berchtold，17　Aug．1912．
